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研究ॴͷ理೦ͱ໨ඪ

ご　挨　拶

ॴ௕　৿ Ҫ 　 ޹
エネルギー理工学研究所は、エネルギーの在り方を自然のઁ理や
原理まで立ちฦって探究し、次世代を担う新しいエネルギーの学理
と、それを先導・実現する先端技術の創出を目指して1996年に設
立されました。現在は、自然科学域・エネルギー理工学系に所属す
る教員らが、エネルギーの基本要素である生成・変換・利用をそれ
ͧれףした3部門に属する14研究分野と、研究所における共同利
用・共同研究活動を支援する附属エネルギー複合機構研究センター、
そして二酸化炭素を有効利用する新しい概೦と学術基盤、そして科
学技術の創出に、エネルギー科学研究科、工学研究科と連携して取
り組む附属カーボンネガティブ・エネルギー研究センター（ICaNS）
で先端研究に取り組んでいます。その中でも、太陽エネルギーを地
上で生成する核融合の実現を目指す「プラズマ・量子エネルギー」、
そして、太陽エネルギーによって地ٿの生命ݍを築いてきた生物の
エネルギー利用原理と物質科学に基づいて、高効率なエネルギー利
用・変換を目指す「ソフトエネルギー」をॏ点複合領域研究に設定
して、特৭ある研究を展開しています。さらに研究の国際化と研究
成果の社会へのؐݩを積極的に進めるとともに、大学院エネルギー
科学研究科の協力講座として最લ線の研究環境で学生を教育し、ए
手研究者を育成するとともに、શ学共通教育にも貢献しています。
2022年度からୈ3期の活動を開࢝した、文部科学大ਉ認定の共
同利用・共同研究拠点事業「ゼロエミッションエネルギー研究拠
点」では、ゼロエミッションエネルギー関連の研究者コミュニティ
の研究活動に貢献するだけでなく、拠点間の連携による新しい学術
分野の開拓にも挑戦し、大学の、そして日本の研究力の強化に貢献
します。また、本学附置研究所・センター群の連携を促進する「京

都大学研究連携基盤」、先端研究設備を有効活用する「Ӊ࣏地۠設
備サポート拠点」などにも参画し、学内他部ہとの連携事業を積極
的に推進しています。エネルギー科学研究科とは、2019年度から
文部科学省プロジェクト「国際先端エネルギー科学研究教育セン
ター国際共同ラボの形成」を通じて教育研究活動の場を国際的に広
げています。
2050年に「温ஆ化ガス排出量を実質ゼロにする」目ඪが、我が
国でも設定され、カーボンニュートラルが世界的に社会の目ඪとし
てܝげられています。温ஆ化ガス排出量を実質ゼロにするためには、
エネルギーの生成、変換、利用過程において既存の技術を効果的に
導入するだけでなく、多֯的な視点から新しい学理、新しい技術の
創出がඞ要です。カーボンニュートラル実現に向けて、そして感છ
঱や自然災害などにも対応できる新しいエネルギー技術の多様なબ
択ࢶをఏ供するためにも、エネルギー理工学研究所がܝげてきたゼ
ロエミッションエネルギーを指向する多ذにわたる研究が、ますま
すॏ要な໾割を果たすようになっています。
京都大学の自由の学෩のもとに、既存の学術分野の概೦にとらわ
れることなく、新しいエネルギー理工学の学理を発出する研究所と
して、দా一成෭所長（附属カーボンネガティブ・エネルギー研究
センター長݉೚）、ยฏਖ਼人附属エネルギー複合機構研究センター
長をはじめ教৬員શ員で、研究活動とともに教育と国際・社会貢献
に౒めて参ります。օ様の一層のご支援をよΖしくおئいਃし上げ
ます。

理　　೦
エネルギー理工学研究所は、「エネルギーの生成、変換、利用の
高度化」に関する研究を行うことを設置目的とし、શ国の大学やそ
の他の研究機関に所属する研究者の共同利用に供するとともに、人
類文明の持続的発展に貢献します。この目的のため、エネルギーध
要の増大とエネルギー資源のׇރ、および地ٿ環境問題のਂࠁ化に
൐って生じているエネルギー問題の解決を目指した先導的研究を行
います。とくに、社会的受容性の高い新規エネルギー源、ならびに
エネルギー有効利用システムの実現を目指します。本研究所が有す
る多様な学術基盤を生かし、ҟなる研究領域を有機的に連携させる
ことにより、挑戦的かつ独創的なエネルギー理工学の研究領域の開
拓を進めます。

長期目ඪ
本研究所は上هの理೦に基づき、Ҏ下の長期目ඪを設定しています。
ᾇɹ�社会の要੥に応え、先進的かつ社会的受容性の高い基幹エネル
ギーシステムの構築と多様なエネルギーબ択を可能とするシス
テムの実現を目指し、学際研究としてのエネルギー理工学に新
たな展望を拓く。

ᾈɹ�多様な学術基盤をもつ研究者の連携、および、基礎から応用に
る研究の発展により、世界的なエネルギー理工学研究拠点とࢸ
しての展開を図る。

ᾉɹ�༏れた設備群を整備・活用してエネルギー理工学における༏ल
な研究者と高度な専門能力を持つ人材を育成する。

த期目ඪ
長期目ඪの達成に向け、ୈ̐期中期目ඪ（2022年度ʙ2027年
度）としてҎ下の߲̔目を設け、研究・教育を進めています。
ᾇɹ�研究所ॏ点複合領域研究として、プラズマ・量子エネルギー複
合領域研究、ならびにソフトエネルギー複合領域研究を推進し、
ゼロエミッションエネルギーに関する学術基盤の構築・展開を
図る。

ᾈɹ�共同利用・共同研究拠点「ゼロエミッションエネルギー研究拠
点」活動、国際共同研究・国際連携活動の強化・推進を通じ、
国内外の研究者・研究機関との連携をਂめ、地ٿ規模のエネル
ギー問題に対応できる国際的なエネルギー理工学研究ネット
ワークのϋブ機能を強化する。

ᾉɹ�ゼロエミッションエネルギー領域における指導的研究者・技術
者等の人材を育成するとともに、学生等の教育を行う。

ᾊɹ�「カーボンネガティブ・エネルギー研究」による新たな学術基
盤形成と、それを支える次世代人材育成のため、研究所や研究
科でのै来のエネルギー研究の࿮を超えたҟ分野間連携研究を
推進する。

ᾋɹ�研究成果の積極的な社会ؐݩに౒める。
ᾌɹ�産官学連携活動を推進する。
ᾍɹ�研究所の研究成果等をホームページ、公開講ԋ会等を通じて広
く社会に発৴する。

ᾎɹ�これらの目ඪの達成のために、適੾な研究所ӡӦに౒める。
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தԝ実験ॴ設ཱ⾢
工学研究ॴʦ̑研究部門ʧ⾢

工学部ෟଐ௒高Թプラズマ研究施設設ཱ⾢
Ӊ࣏ΩϟンύスにҠస⾢

原子エネルギー研究ॴにվশʦ̔研究部門ʧ⾢

ϔリオトロン֩༥合研究センλー設ཱ⾢

エネルギー理工学研究ॴൃ଍⾢
ෟଐエネルギー複合機構研究センλー設ཱ⾢

⾢౎大学設ཱژ大学๏ਓཱࠃ

ෟଐエネルギー複合機構研究センλーվ組⾢

จ部科学লೝఆ（ೝఆؒظɿ����೥度ʙ����೥度）共同利用・⾢
共同研究拠点ʮθロエϛογϣンエネルギー研究拠点ʯ活動開࢝

จ部科学লೝఆ（ೝఆؒظɿ����೥度ʙ����೥度）共同利用・⾢
共同研究拠点ʮθロエϛογϣンエネルギー研究拠点ʯ活動開࢝

จ部科学লೝఆ（ೝఆؒظɿ����೥度ʙ����೥度）共同利用・⾢
共同研究拠点ʮθロエϛογϣンエネルギー研究拠点ʯ活動開࢝

ෟଐΧーϘンネΨςΟϒ・エネルギー研究センλー設ཱ⾢

1914
1941
1959
1960
1965
1966
1968
1969
1970
1971
1972
1975
1976
1980
1981

1983
1996

1999
2004

2006
2010
2011

2016

2022

⾣ϔリオトロン̖
⾣ϔリオトロン̗
⾣ϔリオトロン̘

⾣原子࿍҆શղੳ実験装置ࣨʲೆ̍߸౩ʳ
⾣ϔリオトロン̙

⾣マάネトプラズマ実験装置ࣨʲ๺̍߸౩ʳ
⾣ϔリオトロン̢̙

⾣ϔリオトロン̚
⾣高Թӷମ఻೤流動実験ࣨʲೆ̎߸౩ʳ
⾣ϔリオトロン DR
⾣プラズマエネルギー௚઀変換実験౩̡ ೆ̏߸౩ʳ

⾣ϔリオトロン̟ʲ๺̐߸౩ʳ
⾣量子光・Ճ଎ཻ子૯合工学研究౩̡ ๺̎߸౩ DruET
 KU-FEL
⾣エネルギーナノαイエンス研究౩ʲ๺̍߸౩ʳ

⾣ NMR 装置群ʲೆ̎߸౩ʳ

エネルギー理工学研究所発足ه೦ࣜ典

原子エネルギー研究所

工学研究所 工学研究所創立10प年ه೦ࣜ典
ヘリオトロン̟

DuET

KU-FEL

NMR装置群

エネルギー理工学研究所10प年ه೦ࣜ典

所　　長

森 井 　 孝
副　所　長

松 田 一 成

共同利用
運営委員会

協 議 員 会

エネルギー
生成

研究部門
部門長 稲垣　滋

附属カーボンネガティブ・エネルギー研究センター
センター長 松田一成

教 授 大 垣 英 明 准教授（兼） 紀 井 俊 輝 助 教 全 　 炳 俊 特定助教 ジョルディ クラビオット量子放射エネルギー

原 子 エ ネ ル ギ ー

プラズマエネルギー

複 合 系 プ ラ ズ マ

先進エネルギー評価（外国人客員研究分野）

教授（兼） 長 﨑 百 伸 准 教 授 八 木 重 郎 助 教 向 井 啓 祐

教 授 長 﨑 百 伸 准 教 授 小 林 進 二

教 授 稲 垣 　 滋 准 教 授 南 　 貴 司 准 教 授 門 信 一 郎 助 教 大 島 慎 介

エネルギー
機能変換
研究部門

部門長 松田一成

機 能 物 性 工 学

レ ー ザ ー 科 学

エネルギー基盤材料

ナ ノ 光 科 学

クリーンエネルギー変換
(客員研究分野)

教 授 宮 内 雄 平 助 教 西 原 大 志

教授（兼） 松 田 一 成 准 教 授 中 嶋 　 隆

教授（兼） 松 田 一 成 准 教 授 森 下 和 功 助 教 藪 内 聖 皓

教 授 松 田 一 成 助 教 篠 北 啓 介

教 授 鈴 木 康 浩

エネルギー
利用過程
研究部門

部門長 片平正人

複 合 化 学 過 程

分 子 ナ ノ 工 学

生 物 機 能 化 学

エネルギー構造生命科学

教授（兼） 野 平 俊 之 特定准教授 川 口 健 次 助 教 山 本 貴 之 助 教 法川勇太郎

教 授 坂 口 浩 司 助 教 小 島 崇 寛 助 教 信 末 俊 平

教 授 森 井 　 孝 准 教 授 中 田 栄 司 助 教 リン　ペン

教 授 片 平 正 人 准 教 授 永 田 　 崇 特定講師 カタブ サダト モハメド 助 教 山 置 佑 大

附属エネルギー複合機構研究センター
センター長 片平正人

自 己 組 織 化 科 学

広帯域エネルギー理工学開拓

環境微生物学（寄附部門）

バイオマスプロダクト
ツリー産学研究部門

技術専門職員

高 塚 真 理
東 使 　 潔
坂 本 欣 三
才 村 正 幸
技術職員

大 村 高 正
技術職員（再雇用）

矢 口 啓 二
千 住 　 徹
芝 野 匡 志
特定職員

滝 本 佳 子

教授（兼） 森 井 　 孝 講 師 アリワラガン ラジェンドラン

教授（兼） 稲 垣 　 滋 准 教 授 紀 井 俊 輝 助 教 金 　 史 良

特定教授 原 富 次 郎 特定准教授 髙塚由美子

教授（兼） 片 平 正 人

プラズマ・量子エネルギー研究推進部

ソフトエネルギー研究推進部

国際・産官学連携研究支援推進部

教 授 野 平 俊 之
特定准教授 近 藤 敬 子
兼任教員（教授） 大 垣 英 明
兼任教員（教授） 宮 内 雄 平
兼任教員（教授） 松 田 一 成
兼任教員（教授） 坂 口 浩 司

兼任教員（教授） 森 井 　 孝
兼任教員（教授） 片 平 正 人
兼任教員（准教授） 紀 井 俊 輝
兼任教員（准教授） 中 嶋 　 隆
兼任教員（准教授） 中 田 栄 司
兼任教員（准教授） 永 田 　 崇

兼任教員（講師） アリワラガン ラジェンドラン
兼任教員（助教） 全 　 炳 俊
兼任教員（助教） 西 原 大 志
兼任教員（助教） 篠 北 啓 介
兼任教員（助教） 山 本 貴 之
兼任教員（助教） 法川勇太郎

兼任教員（助教） 小 島 崇 寛
兼任教員（助教） 信 末 俊 平
兼任教員（助教） リン　ペン
兼任教員（助教） 山 置 佑 大

兼任教員（エネ科・教授） 河 本 晴 雄
兼任教員（エネ科・教授） 佐 川 　 尚

兼任教員（エネ科・准教授） 奥 村 英 之
兼任教員（エネ科・准教授） 蜂 谷 　 寛

兼任教員（エネ科・准教授） 南 　 英 治
兼任教員（エネ科・准教授） 小 川 敬 也

兼任教員（工学・教授） 森 　 泰 生
兼任教員（工学・教授） 跡 見 晴 幸
兼任教員（工学・教授） 作 花 哲 夫

兼任教員（工学・准教授） 石 田 直 樹
兼任教員（工学・准教授） 佐 藤 喬 章
兼任教員（工学・准教授） 西 　 直 哉

兼任教員（工学・准教授） 深 見 一 弘
兼任教員（工学・助教） 中 尾 章 人
兼任教員（工学・助教） 竹 俣 直 道

兼任教員（工学・助教） 横 山 悠 子

エネ科：京都大学大学院エネルギー科学研究科
工学：京都大学大学院工学研究科

※ 学域・学系制度により、研究所教員（特定教員を除く）は
自然科学域・エネルギー理工学系に所属しています。



産官学連携
エネルギー産業利用推進室では、先端研究施設共用産学連携活動として複合イオンビーム照射が可
能なDuET、原子レベルから工学的・実用化レベルまでのマルチスケールレベルで解析・評価でき
るMUSTER装置群、KU-FEL、NMR装置群を産業界と共用することにより、エネルギー材料の
新規開発などの産学連携研究を促進しています。これまでに、86社、276件の課題による施設共
用が実施され、多様な成果が得られています。

共同利用・共同研究拠点 （文部科学省）

ゼロエミッションエネルギー研究拠点
▶代 表 者：研究所長
▶研究期間（第３期）：2022年度～ 2027年度
［概要］本研究拠点は温室効果ガスや有害物質を可能な限り排出せず、環境調和性の高いゼロエミッ
ションエネルギーの研究拠点として多様なエネルギー分野の融合的基礎研究を主導し、学術研究の発展
とそれを担う研究者の教育・養成を通じて、国際的な課題であるエネルギー・環境・資源問題の解決に
取り組みます。この主旨に則り、共同利用・共同研究課題を公募し、ゼロエミッションエネルギーを指
向する既存分野間の融合的な研究を促進します。なお、2021年度に行われた文部科学省の期末評価において、A評価を獲得しました。

双方向型共同研究 （自然科学研究機構 核融合科学研究所）

▶代 表 者：長﨑百伸
▶研究期間：2004年度～
［概要］日本の核融合研究において、大学の研究センターが有する研究環境ならびに研究のポテンシャルを
生かし、その発展を図るため、2004年度から文部科学省の支援のもとで発足した、各センターと核融合科
学研究所（NIFS）間相互、および他大学から各センターへの参加により行う形の共同研究です。本研究所
附属エネルギー複合機構研究センターは、先進的磁場配位（ヘリオトロンJ）における磁場分布制御を活用
したプラズマ構造形成制御とプラズマ輸送改善の研究を分担しています。

科学技術研究費助成事業・基盤研究（S）
研究領域：理工系（総合理工）
研究題目：原子層人工ヘテロ構造におけるバレースピン量子光学の開拓と応用
▶研究代表者：松田一成
▶研究期間：2020年度～2024年度
［概要］急速に研究が進展した新たな原子層物質では、バレーとスピンが結合したバレースピンという新た
な物理自由度が生じます。我々は、これまでの一連の研究を通して、バレースピンを一つの量子状態として
見做して制御する新たな道筋を見出し、その量子状態制御を基礎とした「バレースピン量子光学」という新
しい研究への視野を拓きました。これを契機とし光科学・物質科学の接点にある「バレースピン量子光学」の学理を構築します。さらに、
それを応用へと橋渡しした「バレースピン量子フォトニクス」という新しい研究へと昇華させることを目的としています。

科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業・CREST
研究領域：ナノスケール・サーマルマネージメント基盤技術の創出
研究題目：ナノ物質科学を基盤とするサーモエキシトニクスの創成
▶研究代表者：宮内雄平
▶研究期間：2018年度～2023年度
［概要］カーボンナノチューブにおいて最近観測・実証された熱による励起子（エキシトン）生成現象の物
理を解明し、その応用ポテンシャルを明らかにします。同時に、ナノスケールでの熱制御技術を確立するこ
とで、太陽光発電のエネルギー変換効率を通常の理論限界を超えて引き上げる超高効率な熱光変換素子の実
現をはじめとする、熱励起子現象の利活用に基づく新たな熱光科学技術体系「サーモエキシトニクス」の創出に挑みます。
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プロジェクトの概要
エネルギーの生成・変換・利用の高度化による環境調和型持続社会の構築を目指して、多くの
先進的なエネルギー理工学研究を進めています。
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プロジェクトの概要
エネルギーの生成・変換・利用の高度化による環境調和型持続社会の構築を目指して、多くの
先進的なエネルギー理工学研究を進めています。

教　　育
本研究所は21世紀のエネルギー問題解決にむけて国際的な視野を持った専門家を養成すべく、
大学院生の教育に力を注いでいます。

教育活動
本研究所は1996年度にエネルギー科学研究科と同時に発足し、同研究科の協力講座として教育・人材育成に参画しています。日本、韓
国、中国による JSPS「アジア研究教育拠点事業：先進エネルギー科学」による交流事業をはじめとする国際協力事業や多くの国内協力
事業を通して募集人員を超える受験者数が確保され、本研究所の学生数も着実に増加しつつあります。また外国人学生の割合が高いという
特徴的な事実からも、より国際的に開かれた組織として教育や国際貢献において成果を挙げていることが判ります。また、本研究所が所
有・整備する最先端大型装置・先端的研究や多様な国際交流・研究組織の柔軟性に魅力を感じる学生が多い事も特筆すべき特徴であり、今
後の発展が期待されます。外国での研究活動への参加や国際集会・会議への参加の機会が大学院学生にも多く与えられていることは本研究
所の教育・人材育成活動の水準の高さを端的に示す例でもあります。

入学（大学院）について
エネ研における⼤学院生受け入れについて
エネ研には学生を受け入れる12の研究室があり、「次世代エネルギー」を目的とする物理、化学、生物学、工学などにまたがる幅広い学問
分野における研究を展開し、独創性を持ち国際的に活躍できる人材の育成・輩出を目指した教育を行っています。
エネ研で学ぶには、協力講座として連携している大学院エネルギー科学研究科に入学する方法と、研究生として在籍する方法があります
（留学生を含む）。

●大学院エネルギー科学研究科に進学希望の方へ
エネ研は、大学院エネルギー科学研究科の協力講座として連携し、大学院生（修士課程、博士後期課程）を受け入れて研究指導を行ってい
ます。
エネ研で修士、博士後期課程に進学を希望される方は、希望する協力講座をご確認のうえ、エネルギー科学研究科を受験してください。
エネルギー科学研究科のホームページ（http://www.energy.kyoto-u.ac.jp/jp/）では、入試情報のほか、入試説明会などの開催情報を
ご案内しています。詳しくはそちらをご覧ください。

●研究生として在籍を希望される方へ
エネ研では大学院生とは別に、「研究生」としてエネ研の研究室に在籍し、研究活動を行うことができます。研究生を志望される方は、指
導を希望する教員と連絡を取り、受入れの内諾を得てください。その後、所定の手続きを経て研究生となります。なお、研究生に学位等は
与えられません。詳細は、エネ研事務にお問い合わせください。

国際交流
海外の多くの研究機関と研究交流協定を締結し、研究交流や国際シンポジウムの開催など、
活発な研究交流を進めています。

日アセアン交流
▶所内代表者：⼤垣英明
アジア地域でのエネルギー・環境研究の協調と連携を図る活動を積極的に行ってきており、タイ王国環境エネルギー合同大学院とは隔年
で国際会議を、またタイ王国RMUTTとは2001年より EMSES 国際会議を協力して開催するとともに、「日アセアン科学技術イノベー
ション共同研究拠点（JASTIP）」に2015年に採択され、ASEANとの国際共同研究プラットフォーム形成を進めるとともに、2017年に
は「水・エネルギー・防災」分野のユネスコチェアに認定され、アジア地域に対するエネルギー研究教育の発展に貢献しています。さらに
JSPSの Core-to-Core 事業や JSTの SATREPS、e-Asia プログラムを実施し、ASEANとの共同研究・教育を推進しています。

Group photo of SEE2022
in Bangkok

磁場閉じ込めプラズマ実験装置
Heliotron J

高性能核融合の実現に向
け、京都大学独自の先進磁
場配位の最適化とプラズマ
閉じ込めの向上を目指して
います。

高度エネルギー機能変換実験装置／
材料実験装置 DuET

液体ヘリウム温度から1600℃まで
の温度域において材料への欠陥導入に
よる組織・化学組成の制御およびビー
ム利用分析が可能です。

自由電子レーザー施設　KU-FEL

中赤外線領域（3.4~26μ
m）の波長可変レーザーで、
エネルギー理工学における最
先端の研究基盤ツールとして
建設されました。

NMR 装置群　NMR

液体クロマトグラフィー・
質量分析計と連結した世界最
高性能の800MHz 装置と2
台の600MHz 装置を含む計
4台からなる装置群です。バ
イオマスの活用法の開発に用
いられています。

量子放射エネルギー研究分野
エネルギー材料開発に貢献する高輝度電子ビー
ムからの量子放射光源「自由電子レーザー」や、
バルク高温超電導を用いた小型挿入光源、核管
理・セキュリティ技術としてのレーザーコンプト
ンガンマ線の発生と利用、さらには再生可能エネ
ルギーの実装に関する国際共同研究を行っていま
す。

原子エネルギー研究分野
ゼロエミッションエネルギーシステムとして核
融合を中心とする、エネルギー発生から利用まで
のシステム設計・開発と、社会・環境・持続可能
性評価を行っています。

プラズマエネルギー研究分野
荷電粒子と電磁界を制御し、高パワーマイクロ
波装置、中性粒子ビーム入射装置といったプラズ
マ加熱・電流駆動システム、マイクロ波や動的
ビーム分光などを用いたプラズマ計測・解析手法
を開発しています。

複合系プラズマ研究分野
多くの構造が共存する複合系プラズマでは複雑
な協同現象が現れます。核融合プラズマは典型的
な複合系プラズマであり、協同的効果が次々と構
造を誘起し、プラズマは絶えず流転します。核融
合エネルギー生成を目指し、このプラズマ流転の
法則を解明します。

機能物性工学研究分野
持続可能なエネルギー社会実現に資する新しい
太陽光・熱エネルギー高効率利活用技術の創成を
目指して、カーボンナノチューブをはじめとする
ナノスケール・量子物質の物性・機能とそのエネ
ルギー応用に焦点を当てた研究を行っています。

レーザー科学研究分野
原子／分子、ナノ粒子、ナノ薄膜にレーザーを
照射した際に起こる様々な物質応答を理論的およ
び実験的に探索、解明し、さらにはそれらを制御、
応用する研究を行っています。

エネルギー基盤材料研究分野
ナノ・メゾ構造制御による革新的な性能向上と、
機能発現を目指すエネルギー基盤構造材料の開発
研究や、極限環境下における材料挙動予測のため
の材料・システム統合基礎研究を行っています。

ナノ光科学研究分野
ナノサイエンスに立脚した光科学の学理追究と
エネルギー応用を目的として、物性物理・物質科
学・デバイス工学を基盤とした研究を進めていま
す。

複合化学過程研究分野
太陽光発電やバイオエネルギーなどの再生可能
エネルギーを人類の主要な一次エネルギー源とす
るために、電気化学および生物化学を基盤として、
基礎から実用化まで見据えた革新的研究を行って
います。

分子ナノ工学研究分野
原子や分子を組み立て、高い機能や効率を持つ
エネルギー材料を作る究極の物つくりの科学技術、
ナノサイエンス・テクノロジーの研究を行ってい
ます。

生物機能化学研究分野
生体高分子に特定の機能を発揮させるにはどの
ように設計すればよいか、そして細胞内で機能し
ている精緻な生体高分子の組織体をどのようにし
て「細胞外」で構築するかを研究しています。

エネルギー構造生命科学研究分野
木質バイオマスの有効活用法の開発と病気に関
連した生命現象の理解に関する研究を、構造生物
学に立脚して行っています。

バイオマスプロダクトツリー産学共同
研究部門
バイオマスの新しい変換
プロセスの開発と持続的循
環利用を目指した研究を
行っています。

環境微生物学研究分野
持続可能な社会を作り上げる
ため、エネルギー利用効率が非
常に高い「酵素」を利用したア
プリケーション開発に取り組ん
でいます。

自己組織化科学研究分野
DNAナノ構造体を利用して、
位相を制御した超分子集合体を
構築します。そのような集合体
を利用することで、分子スイッ
チやモーターや論理素子などの
機能性材料の構築を目指します。
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す。これまでにも位相を制御した構造体が、DNA や DNA ナノ構造体の自在な成

形能を利用して創られました。例えば、大環状の分子の穴を棒状の分子が貫通し

たロタキサン構造や 2 つ以上の大環状の分子の輪が絡み合ったカテナン構造など

も DNA ナノ構造体を利用して作り出されてきました。しかしながら、これまで

の研究は、ロタキサンやカテナン構造を作製することに注視しており、ロタキサ

ンやカテナン構造の機能については、ほとんど注目されてきませんでした。

最近我々は、DNA ナノ構造体のフレーム内で、DNA を利用してカテナン

構造やロタキサン構造を作製することに成功しました。このような構造体は、生

体内で DNA の位相構造を変化させる酵素の機能評価に利用できると考えられま

す。DNA トポイソメラーゼは、位相の異なる DNA 構造体を変換する酵素で、生

体内の様々な機能に関与していることが知られており、抗がん剤や抗生物質のタ

ーゲットとして注目されています。しかしながら、DNA トポイソメラーゼの阻害

剤の作用機序は多様で、阻害剤がどの過程をどのように阻害することができるの

かを詳細に調べることが必要です。DNA ナノ構造体のフレーム内に構築したカテ

ナン構造やロタキサン構造の DNA を DNA トポイソメラーゼの基質として利用す

ると、これまでには観測できなかった阻害剤の作用機序を評価することができる

と考えています。

現在、我々は DNA ナノ構造体上に構築したカテナン構造 DNA やロタキサ

ン構造 DNA にトポイソメラーゼが作用する過程を、高速原子間力顕微鏡(HS-
AFM)を用いた 1分子観測により、詳細に観察することを目指しています。そして

阻害剤が、多段階の反応機構のどの過程に関与するのかを区別して観測すること

を目指します。その上で、より効果的な DNA トポイソメラーゼ阻害剤のスクリ

ーニングに応用することに取り組みます。

DNA オリガミフレーム内に構築されたロタキサン構造 DNA（上）とカテナン構

造 DNA（下）のイメージ図（左）と AFM 画像（右）

広帯域エネルギー理工学開拓研究分野
幅広い時空間スケールでのエネルギーの新しい活用を目指
し、強力かつ精密な磁場制御に
よる粒子制御や磁気閉じ込め核
融合プラズマにおける、輸送現
象の解明に取り組んでいます。



教　　育
本研究所は21世紀のエネルギー問題解決にむけて国際的な視野を持った専門家を養成すべく、
大学院生の教育に力を注いでいます。

教育活動
本研究所は1996年度にエネルギー科学研究科と同時に発足し、同研究科の協力講座として教育・人材育成に参画しています。日本、韓
国、中国による JSPS「アジア研究教育拠点事業：先進エネルギー科学」による交流事業をはじめとする国際協力事業や多くの国内協力
事業を通して募集人員を超える受験者数が確保され、本研究所の学生数も着実に増加しつつあります。また外国人学生の割合が高いという
特徴的な事実からも、より国際的に開かれた組織として教育や国際貢献において成果を挙げていることが判ります。また、本研究所が所
有・整備する最先端大型装置・先端的研究や多様な国際交流・研究組織の柔軟性に魅力を感じる学生が多い事も特筆すべき特徴であり、今
後の発展が期待されます。外国での研究活動への参加や国際集会・会議への参加の機会が大学院学生にも多く与えられていることは本研究
所の教育・人材育成活動の水準の高さを端的に示す例でもあります。

入学（大学院）について
エネ研における⼤学院生受け入れについて
エネ研には学生を受け入れる12の研究室があり、「次世代エネルギー」を目的とする物理、化学、生物学、工学などにまたがる幅広い学問
分野における研究を展開し、独創性を持ち国際的に活躍できる人材の育成・輩出を目指した教育を行っています。
エネ研で学ぶには、協力講座として連携している大学院エネルギー科学研究科に入学する方法と、研究生として在籍する方法があります
（留学生を含む）。

●大学院エネルギー科学研究科に進学希望の方へ
エネ研は、大学院エネルギー科学研究科の協力講座として連携し、大学院生（修士課程、博士後期課程）を受け入れて研究指導を行ってい
ます。
エネ研で修士、博士後期課程に進学を希望される方は、希望する協力講座をご確認のうえ、エネルギー科学研究科を受験してください。
エネルギー科学研究科のホームページ（http://www.energy.kyoto-u.ac.jp/jp/）では、入試情報のほか、入試説明会などの開催情報を
ご案内しています。詳しくはそちらをご覧ください。

●研究生として在籍を希望される方へ
エネ研では大学院生とは別に、「研究生」としてエネ研の研究室に在籍し、研究活動を行うことができます。研究生を志望される方は、指
導を希望する教員と連絡を取り、受入れの内諾を得てください。その後、所定の手続きを経て研究生となります。なお、研究生に学位等は
与えられません。詳細は、エネ研事務にお問い合わせください。

国際交流
海外の多くの研究機関と研究交流協定を締結し、研究交流や国際シンポジウムの開催など、
活発な研究交流を進めています。

日アセアン交流
▶所内代表者：⼤垣英明
アジア地域でのエネルギー・環境研究の協調と連携を図る活動を積極的に行ってきており、タイ王国環境エネルギー合同大学院とは隔年
で国際会議を、またタイ王国RMUTTとは2001年より EMSES 国際会議を協力して開催するとともに、「日アセアン科学技術イノベー
ション共同研究拠点（JASTIP）」に2015年に採択され、ASEANとの国際共同研究プラットフォーム形成を進めるとともに、2017年に
は「水・エネルギー・防災」分野のユネスコチェアに認定され、アジア地域に対するエネルギー研究教育の発展に貢献しています。さらに
JSPSの Core-to-Core 事業や JSTの SATREPS、e-Asia プログラムを実施し、ASEANとの共同研究・教育を推進しています。

Group photo of SEE2022
in Bangkok
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